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Corporate taxation must be designed to avoid distortion of business
activities. Nevertheless, under the present Japanese corporate tax system,
in which the individual corporate tax scheme is determined according to
the size of a given company, inconsistency in marginal e®ective tax rates
may arise among companies of di®erent sizes. Presented in this paper
is a theoretical model of the Japanese style marginal e®ective tax rate
that shows the disparity of taxation among large vs. medium/small size
¯rms. The model is constructed by adapting the theoretical framework
of the marginal e®ective tax rate suggested by King-Fullerton that also
incorporates the taxation on capital gains made by individuals and
corporate businesses. The Japanese model discussed in this paper veri¯es
that the di®erence in taxation of large vs. medium/small size companies,
particularly with respect to the excess retained earnings tax, deduction
for entertainment expenses, and the reduced tax rate, indeed a®ects the
marginal e®ective tax rate, and this, in turn, distorts the fairness of
tax burden shared by Japanese companies.
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I はじめに
中立性の原則は、法人課税によって企業活動が影響されないことを求めてい
る。しかし、法人税が投資活動に影響を及ぼすことはよく知られており、これ
までにも多くの研究が限界実効税率の計測を通じて、法人税が投資に影響する
ことを示唆してきた。また、法人企業の規模によって適用される税制は異なっ
ており、限界実効税率の格差が投資活動のみならず、法人企業の規模や組織形
態に影響を及ぼす可能性がある。この点に関しては、アメリカの研究でも検証
されている1)。
本稿では、個人・法人の資本所得税制を考慮にいれた King=Fullertonの限
界実効税率に関する理論的フレームワークに依拠し、そこに、より日本的な税
制を取り込み、日本型モデルを構築する。これまで日本においても限界実効税
率の測定はされているが、法人企業の規模の違いはほとんど考慮されていな
かった。しかし中小法人・大法人2)では、法人税率、交際費の課税ベース算入
金額、留保金課税3)などのさまざまな税制上の違いがあり、限界実効税率のモ
デルは違ってくる。そこで中小法人と大法人の税制上の相違を明示的に組み込
んだ限界実効税率の計測モデルを構築する。そしてこのようなモデルの違い
が、実際に中小法人、大法人の限界実効税率に差を存在させるのか、どのよう
な理論的動きをするか考察する。また、その構築した理論モデルを使って実証
分析をし、資本コストに差が存在するかを検証する。
II 中小法人と大法人税制の違い
中小法人はわが国の企業の 98.4%4)を占め、常時雇用者の 58.8%5)が働くな
ど、わが国経済において中心的な役割を果たしており、わが国の経済・産業構
1) Goolsbee（1998）（2004）, Gordon, MacKie-Mason（1994）
2) 本稿での中小法人とは資本金 1 億円未満の法人で、大法人は資本金 1 億円以上の法人をいう。
3) 『税務統計からみた法人企業の実態』（2005）より、留保金課税の対象である同族会社の占める
割合は、法人の 94.6%である。また、平成 19 年度税制改正によって、同族会社の留保金課税
制度について、適用対象から中小企業（資本金等が 1 億円以下の会社）が除外された。
4) 国税庁『税務統計から見た法人企業の実態』（2005）より。
5) 総務省『事業所・企業統計調査』（2004）より。
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造の活性化に向け中小法人の役割を大きい。このような状況の中で中小法人を
支援し、活性化させ、景気回復・雇用拡大をより確かなものとするために様々
な支援施策がある。その中で、中小法人と大法人との税制の違いは大きく分け
て 3つある。
表 1 　法人税の税率 単位：%　
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　備考）『財政金融統計月報』租税特集各年度　『図説日本の税制』各年度。 　
第一の税制の違いは、法人所得に対する税率が中小法人には軽減税率を
適用されていることである。表 1 より、大法人は 1990 年 49.99%、1998 年
46.37%、1999年以降 40.87%の財務省型実効税率であり、中小法人は 1990年
より 38.39%、1998年 34.80%、1999年以降 30.85%と軽減税率となっている。
第二の税制の違いは、同族会社への留保金課税である。中小法人の 94.6%（2005
年）が同族会社ということで、中小法人のほとんどが同族会社であると考えら
れる。留保金課税制度は、一定額を超えて会社が留保した所得に対しては、株
主レベルでの課税がなされなかったあるいは税の軽減をされたことの代替とし
て、付加的な法人税を課すために創設された制度である6)。制度としては、所
得等の金額から社外流出額を差し引いて留保所得金額を求め、これから法人税
等を控除し、当期留保金額を算出し、さらに、これから留保控除額を差し引い
て課税留保金額が算出される（図 1）。
6) 恣意的な配当抑制は、株主レベルでも節税のために同族会社でだけなされるであろうと、前提が
おかれている。
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図 1 　留保金課税計算の流れ
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　　備考）川村文彦・武田　茂（2002）『同族会社』第 3 版、p33. 　
留保金課税の税率は表 2より、課税留保額が 3000万円以下の場合 11.73%、
3000万円超 1億円以下の場合 17.595%、1億円超 23.46%である（表 2）。
また平成 19年度税制改正では、産業競争力を高め、中小法人の財務基盤の
強化を図る観点から、留保金課税の見直しが行われた。具体的には、外部から
の資金調達が難しい状況にあるといった中小法人の特性を踏まえ、この制度の
適用対象となる特定同族会社から、当該事業年度終了の時における資本金の額
が 1億円以下である会社が除外された。
最後に、交際費の損金算入額がある。交際費は企業の事業遂行上、広告宣
表 2 　同族会社の課税留保金額に対する税率
単位：%　
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　課税留保金額＝当期留保金額－留保控除額 　
　留保控除額は次の①②③のうち最も多い額である。 　
　① 当期保留金額× 35% 　
　② 年 1500 万円相当額 　
　③（期末資本金額× 25%）－期首利益積立金額 　
　備考）『税務ハンドブック』大阪・奈良税理士共同組合。 　
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伝費と並んで不可避の費用である。しかしながら、その費用性は疑問視され、
その支出の実態及びこれに対する社会的批判の高まりから、1982年以降大法
人の交際費は全額損金不算入となっている。ところが資本金 1億円以下の中
小法人は租税特別措置法によって、交際費の全部あるいは一部が損金に算入さ
れる。表 3に示すように、中小法人は年 400万円までの交際費支出額のうち、
90%を損金に算入できるが、大法人は全額損金不算入である。
平成 19年度税制改正では、中小法人の交際費支出額の範囲から、一人当た
り 5,000円以下の一定の飲食費を除外することができるようになった。
表 3 　交際費の損金不算入額
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　備考）『税務ハンドブック』大阪・奈良税理士共同組合 　
III 理論的フレームワーク
法人税の税負担の尺度には、平均実効税率と限界実効税率という 2つの考え
方がある。前者は、法人企業が年度内に生み出した所得に対してどれだけの税
負担をしているのかを示すものである。後者は、限界的な所得（追加的な投資
1単位）に対して法人税率だけでなく、税務上の減価償却率や投資税額控除、
交際費などを考慮した上で、限界的な投資にどれだけの税を負担するかを示す
ものである。
本稿では、法人税制における税務上にかかわる全てのことを考慮するため
に、King=Fullertonの限界実効税率の理論的フレームワークを選択した。そ
して King=Fullertonに依拠し7)、より日本型税制を取り入れたモデルを構築
7) 前提条件は①市場は完全競争②不確実性は存在しない③資本市場において、資本の取引費用は
存在しない④国際間の資本移動はしない⑤企業及び家計は静学的期待を抱き、各種資本所得税
率、市場利子率、インフレ率は通常的に一定である。
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する8)。Ⅱで見てきたように、法人税制では中小法人は大法人と違い、軽減税
率、留保金課税、交際費損金算入制度があり、それらの制度を限界実効税率のモ
デル式に反映する。また、限界実効税率の計算にあたっては、King=Fullerton
（1984）と同様に、1単位の投資に対する収益率と貯蓄に対する貯蓄率との間
の `tax wedge' w を直接見積もる方法で推計する。
投資の限界的な増加（一単位に対する初期費用）に対する粗限界収益率を
MRRと表す。そして資産の減価償却率は一定の指数関数 ± と仮定する。投
資 1単位から得られる純収益率 p、p0 は、
p = MRR¡ ± 大法人モデル(1)
p0 = MRR0 ¡ ± 中小法人モデル(10)
　実質利子率を rとし、それに対応する名目利子率を iとする。¼ がインフレ
率を表すとすれば、次のようになる。
r = i¡ ¼(2)
　 ¿ は大法人の財務省型実効税率、¿ 0 は中小法人の財務省型実効税率、会社
の名目割引率は ½、固定資産に対する実効税率を wc9)、留保控除額および損金
不算入の社外流出を j、留保課税率を Rとすると、企業の新規投資による収益
の現在割引価値の総和 V、V 0 は、
V =
1Z
0
(1¡ ¿)(MRR¡ wc)e¡(½+±¡¼)udu = (1¡ ¿)(MRR¡ wc)
½+ ± ¡ ¼(3)
　大法人モデル
V 0 =
1Z
0
n
(1¡ ¿ 0)(MRR0 ¡ wc)(30)
¡ (1¡ ¿ 0)(MRR0 ¡ wc)¡ j	Roe¡(½+±¡¼)udu
=
(1¡ ¿ 0) (1¡R) (MRR0 ¡ wc) + jR
½+ ± ¡ ¼ 　中小法人モデル
8) 大法人モデルの理論的フレームワークは、King=Fullerton（1984）に基づく萩原（1994）、高
馬（1998）を参考にした。
9) わが国では課税ベースを算定する場合、事業税（固定資産に対する実効税率）は損金算入される。
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V =
1Z
0
(1¡ ¿ 0)(MRR0 ¡ wc)e¡(½+±¡¼)udu(300)
=
(1¡ ¿ 0)(MRR¡ wc)
½+ ± ¡ ¼ 　中小法人モデル（留保金課税なし）
　税の優遇措置、税負担軽減措置による減税額を Aとすると、1単位の投資に
対する投資費用 C1、C01 は、
C1 = 1¡A 大法人モデル(4)
C01 = 1¡A0 中小法人モデル(40)
　普通償却を適用する資産の比率を f1、特別償却を適用する資産の比率を f210)、
引当金・準備金の積立率を h、税額控除率を g、交際費比率を k とすると、新
規投資に対する税負担軽減額 A、A0 は、
A = f1Ad + f2¿ + ¿½h+ g 大法人モデル(5)
A0 = f1Ad + f2¿ + ¿½h+ g
0 + ¿½k 中小法人モデル(500)
　法人税制においては、通常の減価償却のほかに租税特別措置法により特定の
要件を満たす資産や企業について特別償却制度があり、通常の減価償却以上に
償却費を計上することができる。また各種引当金や準備金により税金の繰り延
べが図れるほか、税額控除により法人税を節税できることが可能である。
Ad、A0d は、通常の減価償却制度による税負担軽減額の割引現在価値である。
減価償却のやり方にも定額法と定率法の選択適用ができる。
定率償却率を aとすると、定率法による減価償却の割引現在価値は、
Ad =
1Z
0
¿ae¡(a+½)udu =
¿a
a+ ½
大法人モデル(6)
A0d =
1Z
0
¿ 0ae¡(a+½)udu =
¿ 0a
a+ ½
中小法人モデル(60)
　定額法による耐用年数を L、とすると、定額法による減価償却の割引現在価
値は、
10) f1 + f2 = 1 である。
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Ad =
LZ
0
¿
 1
L

e¡½udu =
¿
 1
L

½
大法人モデル(7)
A0d =
LZ
0
¿ 0
 1
L

e¡½udu =
¿ 0
 1
L

½
中小法人モデル(70)
　 Ad、A0d は、実際には定率法、定額法の両方が適用されるので、以下のよう
に表される。
Ad = ¾1
a¿
(a+ ½)
+ ¾2
¿
 1
L

½
大法人モデル(8)
A0d = ¾1
a¿ 0
(a+ ½)
+ ¾2
¿ 0
 1
L

½
中小法人モデル(80)
ここでの ¾1; ¾2 は、ウエイトパラメータ11)である。
企業が最適行動をとる場合、投資することによって得られる税引後収益の割引現
在価値の総和と投資費用が等しくなるまで投資を行う。(1)(10)(3)(30)(300)(4)(40)
(5)(50)を使い、pと ½の関係を得るために解くと、
p =
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) + wc ¡ ± 大法人モデル(9)
p0 =
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) + wc ¡ ± 中小法人モデル(9
0)
p0 =
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿ 0) + wc ¡ ±(9
00)
中小法人モデル（留保金課税なし）
　次に、資金調達方法を King=Fullerton（1984）と同様に、負債、内部留保、
新株発行の 3パターンによる資金調達と仮定すると、½は以下のように考えら
れる。
1） 負債でファイナンスする場合、
½ = i (1¡ ¿)(10)
11) ¾1 + ¾2 = 1 である。
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2）内部留保でファイナンスする場合、
½ = i

1¡mi
1¡ z

(11)
3）新株発行でファイナンスする場合、
½ =
(1¡mi)
(1¡md) i(12)
mi は家計の利子所得に対する限界税率、md は配当所得に対する限界税率、
z は株式譲渡所得限界税率、iは利子率である。また、½は企業の名目割引率で
あり資金提供者に保証しなければならない収益率であることから、資金調達の
方法により ½が異なる値をとる。そして ½は、ウエイトパラメータによって以
下のように規定される。ここでの ®; ¯; ° は、ウエイトパラメータ12)である。
½ = ®i (1¡ ¿) + ¯ (1¡mi)
(1¡ z) i+ °
(1¡mi)
(1¡md) i(13)
　 Tax wedge w、w0 は投資の収益率とその投資に費やされた貯蓄の収益率の
差である。sは投資に資金を供給した（家計もしくは組織の）貯蓄家の税引後
収益率を表す。
w = p¡ s 大法人モデル(14)
w0 = p0 ¡ s 中小法人モデル(140)
　貯蓄家の税引後実質収益率 sは、
s = (1¡mi)i¡ ¼(15)
　以上より、限界実効税率 t、t0 は tax wedge w、w0 を税込収益率 p、p0 で
割ったものと定義すると、以下のように示される。
t =
w
p
=
p¡ s
p
大法人モデル(16)
t0 =
w0
p0
=
p0 ¡ s
p0
中小法人モデル(160)
　ここで、中小法人と大法人の限界実効税率は pと p0 の関係によって、導き
出される。
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) >
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) の場合、
12) ®+ ¯ + ° = 1 である。
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中小法人と比べて大法人の限界実効税率の方が大きくなり、
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) <
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) の場合は、
中小法人より大法人の限界実効税率が小さくなり、
(1¡A) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿) =
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0) の条件の時は、
中小法人と大法人の限界実効税率は同じであると考えられる。
また中小法人では、平成 19年度から資本金 1億円以下の同族会社の留保金課税
の適用がなくなる。そこで
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)
(1¡ ¿ 0) と
(1¡A0) (½+ ± ¡ ¼)¡ jR
(1¡R) (1¡ ¿ 0)
とを比べることにより、留保金課税が適用された場合とされない場合の限界実
効税率の違いがわかる。
IV 分析データ・分析結果
1、 推計データ
Ⅲの理論的フレームワークより、中小法人と大法人との税制の違いが企業
の投資行動にどのような歪みをあたえているのか、一義的にいうことはできな
い。そこで中小法人と大法人の税制の違いが限界実効税率にどのような影響を
与えているのかを、日本の実際のデータを入れて分析をする。
ここでは、中小法人と大法人の限界実効税率を推計するにあたり、全産業と
製造業を取り上げる。全産業だけの推計であると、中小法人と大法人の産業別
のウエイトが異なり、産業構造の違いがでてくる可能性がある。そこで、その
違いを取り除くために本稿では、製造業に関しても分析をした。
またパラメータ値は、できるだけ現実の税金を計測するために近い値を推計
できるものは推計し、データがない場合は代替できるものを使用した。
税制パラメータの具体的な推計方法は以下の通りである。
法人所得に対する税率（¿）は財務省型実効税率、インフレ率（¼）は、『国
民経済計算年報』の民間企業投資デフレーターの増減率を使用した。経済的減
価償却率（±）は、大法人と中小法人とでは、固定資産の内容も違い、資産の持
ち方によって減価償却率も違ってくることを反映させるために、『財政金融統
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計月報』法人企業統計年報より、「減価償却費」÷（有形固定資産の中の「そ
の他の有形固定資産」+「無形固定資産」）より求めた。特別償却適用資産比
率（f2）、利子率（i）、資金調達比率（®; ¯; °）は、『財政金融統計月報』法
人企業統計年報より、資本金 1億円未満を中小法人、資本金 1億円以上を大
法人とし、それぞれ全産業と製造業を取り出して推計した。特別償却適用資
産比率（f2）は減価償却費と特別減価償却費の比率をとった。利子率（i）は
各法人の実態を反映させるために、「支払利息・割引料」を「短期借入金」「長
期借入金」「社債」「受取手形割引残高」の和で除した。資金調達比率について
は、1単位の投資に対する資金調達であり、本来フローで推計しなければなら
ない。しかし、フローデータであると、近年の借入金はお金を借りるよりも返
済する方が多く、負債の資本調達率（®）はマイナスになってしまう。また内
部留保は「当期純利益」－（「中間配当額」+「配当金」+「役員賞与」）で計
算されており、「当期純利益」は「黒字法人の利益合計額－赤字法人の損失合
計額」、「中間配当額」「配当金」「役員賞与」にも欠損法人のデータも含まれて
おり、近年欠損法人が増えているので、推計された内部留保がマイナスになる
ことが多く、資金調達比率を推計することができない。資産には実物資産と金
融資産が入っているが、資本や借入にも金融資産が入っているので毎年の平均
としてストックデータを使い、その率を推計した。負債の資金調達率（®）は、
総資本に対する「短期借入金」「長期借入金」「社債」の合計の比をとった。新
株発行の資金調達率（°）は、自己資本比率つまり総資産に対する資本の合計
の比、内部留保の資金調達率（¯）は、1から負債と新株発行の資金調達率を
引いたものである。
法定償却率（a）は『国民経済計算年報』当期固定資産減耗を前期末有形固
定資産残高（金融・非金融の加重平均）で除した。定額法における耐用年数は
（L）は、定額法を用いる資産は建物が多いことから、建物に適用されている耐
用年数を用いた。
固定資産に対する実効税率（wc）は、『地方財政白書』における家屋・償却
資産に対する固定資産税のデータを、『国民経済計算年報』における金融・非
金融固定資産ストック額と家計部門の固定資産ストック額で按分した比率を
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用いて求めた。引当金・準備金積立率（h）は、『税務統計から見た法人企業の
実態』より引当金・準備金のフローを計算し、それを『国民経済計算年報』の
民間企業設備額で除して推計した。2001年 2003年に関しては、1998年税制
改革で引当金等が課税ベースからはずされたので、0で推計している。税額控
除率（g）は同じく、『税務統計から見た法人企業の実態』の税額控除額合計を
『国民経済計算年報』の民間企業設備額で除した。
利子所得限界税率（mi）と配当所得限界税率（md）については、20%源泉
分離課税の数値を用いた。株式譲渡所得税限界税率（z）についても、2002年
までは 26%（国税 20%、地方税 6%）の源泉分離課税、2003年からは源泉分
離課税が廃止され、申告分離課税になり、税率は優遇税率の特例で 10%（国税
7%、地方税 3%）となり、それらを使用した。
財務省型実効税率 ¿、インフレ率 ¼、固定資産税率 wc、法定償却率 a、株式
譲渡所得に対する限界税率 z、利子所得に対する限界税率 mi、配当所得に対
する限界税率 md、引当金・準備金積立率 h、税額控除率 g、減価償却耐用年
数 Lの数値は、大法人と中小法人は共通の推計値を使用した。特別償却適用
資産比率 f2、経済的減価償却率 ±、利子率 i、負債の資金調達率 ®、内部留保
の資金調達率 ¯、新株発行の資金調達率 ° の数値は大法人と中小法人とではそ
れぞれの推計値をつかって計測した（表 4参照）。
2、 分析結果
上記のパラメータを使って推計した結果が表 5である。
中小法人の限界実効税率がマイナスになったのは、留保金課税があるため
に、貯蓄家の税引後収益率より純収益率が小さくなったためである。
その他に純収益率を下げる要因としては、デフレが考えられる。デフレがあ
るために貯蓄家の税引後収益率（s）はデフレの分だけプラス要因になるので、
デフレが大きいほど（s）は大きくなる。また投資の収益率（p）にもデフレは
影響を与える。
次にこの分析の問題としては、資金調達コスト（負債・内部留保・新株発
行）に対しての影響を通して、会社の名目割引率（½）へ影響し、限界実効税
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表 4 　パラメータ表
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率への影響することがあげられる。この実証分析の場合 mi = md であり、
¿ = mi = md = z の時、資金調達のやり方が均等であれば、会社の名目割引
率（½）理論式 (13)の第 1項、第 2項、第 3項の値は同じである。しかし、現
実のデータでは、
mi = md < z（mi = md > z 2003年）であるので、負債=内部保留>新
株発行（負債=内部保留<新株発行 2003年）となる。法人税率の影響を受け
るのは負債で資金調達する場合だけなので、法人税率が下がっても負債の資金
調達率が低ければその影響は大きく現れない。理論式によりmi = md である
ことが、新株発行の税の優遇が大きくなることはこの分析での課題である。
最後に会社の名目割引率（½）が上昇すると、普通減価償却の割引現在価値
（Ad）の値を通して税の優遇・軽減措置による減税額率（A）が減少し、純収
益率（p）を減少させ、それが限界実効税率の値を左右する。
上記のような課題があり、条件次第で限界実効税率の負担の大小関係が変わ
ることがわかった。
表 5 　限界実効税率推計結果
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そこで次に、限界実効税率の値をみるのではなく、税制の違いが限界実効税
率にどのような影響を与えるかについて全産業を例にとって見てみる。
表 6は、全産業の大法人と中小法人の変数を同じにし、法人税の制度の違い
（軽減税率、留保金課税、交際費の損金参入）が限界実効税率にどのような影
響を与えているのかを推計したものである。大法人と中小法人を 1997年度で
比べてみると、大法人の限界実効税率は 0.393で、中小法人は 0.227、中小法
人の留保金課税なしでも 0.392である。この違いは、中小法人は留保金課税が
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あるために純収益率が低くなり、限界実効税率が大法人より低くなった。また
留保金課税が撤廃されても、中小法人は交際費の損金算入が認められており、
税の優遇・軽減措置による減税額率が大法人より大きいために限界実効税率が
低くなっていることがわかる。しかしその差は小さい。
また中小法人のなかで留保金課税が適用されなくなると、純収益が高くな
り、中小法人の限界実効税率は高くなることがわかった。
さらに大法人のなかでの限界実効税率の違いは、2001年は引当金が損金不
算入となり、純収益率は上がり限界実効税率は上がるが、特別償却適用比率が
1997年と比べて大きく下がることから、実際には 2001年の限界実効税率は下
がっている。2001年度と 2003年度の違いは、2003年度は株式譲渡所得に対
する限界税率が金融優遇税制のため下がっており、その影響が 2003年度の純
収益率にでたために、限界実効税率は下がっている。これは引当金等の利用割
合が税負担に歪みを与えていたのを是正するために改革されたと評価できる。
表 6 　限界実効税率推計結果
（制度の違いのみで、大法人・中小法人とも同じ普通法人税率で推計）
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表 7は、全産業の大法人と中小法人の変数は表 6と同じであるが、中小法
人が軽減税率であるため、制度の違いと税率の違いが限界実効税率にどのよう
な影響を与えているのかをみている。1997年度で比べると、大法人の限界実
効税率は 0.393で、中小法人は 0.340、留保金課税がなくなっても 0.389と中
小法人のほうが低くなっている。大法人と中小法人は税制の違いから中小法人
のほうが限界実効税率は低くなることが表 6よりわかったが、中小法人の軽減
税率によってその差が大きくなっていることがわかる。
V むすび
限界実効税率の違いが投資行動を歪めることはよく知られているが、それが
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表 7 　限界実効税率推計結果（税制の違い）
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法人の規模にも影響を与えることは十分に考えられる。そこで法人・個人の資
本所得税制を考慮にいれた King=Fullertonの限界実効税率に関する理論的フ
レームワークに依拠し、そこへ、より日本的な税制を取り込んだ。これまで日
本においても、限界実効税率の計測はされているが、法人企業の規模の違いは
考慮されておらず、普通法人のモデルでしか考えられていなかった。しかし大
法人・中小法人では、法人税率、（償却資産の）固定資産税、交際費の課税ベー
ス算入金額、留保金課税など様々な税制上の違いがある（平成 19年度税制改
正によって、資本金 1億円未満の同族会社の留保金課税がなくなった）。よっ
て大法人・中小法人の税制の違いを考慮した日本型の限界実効税率の理論モデ
ルを構築した。しかし、理論だけでは実際に中小法人と大法人の限界実効税率
がどの様な関係になっているのか一義的にはわからない。そこで現実の数値を
入れて、実証分析をしてみたが、デフレの問題、資金調達コストを推計する際
の利子所得と配当所得の限界税率の問題等の課題があり、限界実効税率という
指標が様々な要因によって左右されることがわかった。
本来税制とは租税原則にあるように、企業の行動にとって中立でなければ
ならない。そこで法人税制の違いが、限界実効税率にどのような影響を与える
かをみた。大法人・中小法人の法人税率は同じで、制度の違いだけを取り上げ
て推計すると、中小法人は留保金課税があるため、純収益率が低くなり、大法
人よりも限界実効税率が低くなることがわかった。つまり大法人と中小法人で
は、制度上、税負担に歪みがあるということである。その歪みの大きな原因で
ある留保金課税がなくなったとしても、中小法人は交際費の損金算入が認めら
れているため、減税額が多くなり純収益が小さくなりわずかであるが、大法人
よりも中小法人の限界実効税率は低くなる。その上、中小法人には法人税の
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軽減税率があり、これを適用すると、大法人との限界実効税率の差は大きくな
り、軽減税率は大法人と中小法人との税負担の歪みを大きくさせる税制である
ことが言える。
また大法人に関しては、引当金等が損金不算入となったため、限界実効税率
は 1998年より以前とくらべて高くなっている。これは引当金等の利用割合が
税負担に歪みを与えていたのを是正するために改革されたと評価できる。
このように本稿では、大法人と中小法人の間で、税制の違いが限界実効税率
に影響をあたえ、税負担の歪みを与えていることが検証された。企業の規模に
よる税負担の違いは、企業の行動を歪ませ、資源配分が非効率になる。企業の
活力の発揮や資源配分の変更を通じた生産効率の向上のために、法人税の制度
は企業の行動に中立的で、経済活動に対する歪みをできる限り少なくするよう
な方向で見直しを行うことが、わが国法人税制の今後の課題である。
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